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米国 インフルエンザ(インフルエンザ様疾患）状況
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新型インフルエンザ（A/H1N1）対策総括会議
報告書 (委員長・金澤一郎）

平成 22 (2010)年 6 月 10 日

提言

【病原性等に応じた柔軟な対応】

【迅速・合理的な意思決定システム】

【地方との関係と事前準備】

【感染症危機管理に関わる体制の強化】

【法整備】

https://www.mhlw.go.jp/bunya/kenkou/kekkaku-

kansenshou04/dl/infu100610-00.pdf



【感染症危機管理に関わる体制の強化】

発生前の段階からの情報収集・情報提供体制の構築
や収集した情報の公開、発生時の対応を一層強化する
ことが必要。このため、厚生労働省、国立感染症研究所
（感染症情報センターやインフルエンザウイルス研究セ
ンターを中心に）や、検疫所などの機関、地方自治体の
保健所や地方衛生研究所を含めた感染症対策に関わる
危機管理を専門に担う組織や人員体制の大幅な強化、
人材の育成を進めるとともに、関係機関のあり方や相互
の役割分担、関係の明確化等が必要である。

特に国立感染症研究所については、米国ＣＤＣを始め
各国の感染症を担当する機関を参考にして、より良い組
織や人員体制を構築すべきである。



サーベイランス

各国のサーベイランスの仕組みを参考にしつつ、地

方自治体の意見も聞きながら、国立感染症研究所、
保健所、地方衛生研究所も含めた日常からのサーベ
イランス体制を強化すべきである。

とりわけ、地方衛生研究所のＰＣＲを含めた検査体
制などについて強化するとともに、地方衛生研究所
の法的位置づけについて検討が必要である。



WHOによる地域別報告数

https://covid19.who.int

2020年7月12日現在

https://covid19.who.int/


新規感染者数 ７月１3日 時点

https://toyokeizai.net/sp/visual/tko/covid19/



典型的な新型コロナウイルス感染症の経過

患者と接触など 発症

感染力の強い期間

潜伏期間
5日程度

（1〜14日）

発熱、咳、倦怠感、
頭痛、筋肉痛、関節痛

味覚障害、嗅覚障害など

人によって
症状が悪化
（ARDSなど）

発症から7日前後で肺炎
を併発することもあり

ウイルス性肺炎

サイトカインストーム

ウイルス分離

PCR検査

抗原検査

抗体検査



 

N Sethuraman et al. JAMA. Published online May 6, 2020. doi:10.1001/jama.2020.8259



感染症予防の基本：感染経路の遮断

（１メートル前後）

結核、はしか、水ぼうそう、ペストな
ど



厚生労働省 新型コロナウイルスに関するQ&A（一般の方向け）
https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/kenkou_iryou/dengue_fever_qa_00001.html?fbclid=IwA

R1ASwDK0KxZddwq8Pg4trvyobCb2apUsZFV26qCmV4ON1vSgWJsIXHecew#Q12

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/kenkou_iryou/dengue_fever_qa_00001.html?fbclid=IwAR1ASwDK0KxZddwq8Pg4trvyobCb2apUsZFV26qCmV4ON1vSgWJsIXHecew#Q12


これまでに集団への感染が確認された場の特徴として、
①換気の悪い密閉空間、
②人が密集していた、
③密接な距離での会話や発声が行われた、
という3つの条件が同時に重なる場であった。

集団発生を予防するための人が集まる場での感染対策の考え方



年齢別感染者数 ７月８日 時点

https://toyokeizai.net/sp/visual/tko/covid19/



【現在感じている課題】

・感染症対策の中心は、国か自治体か

（Centralization? Decentralization?)

・都道府県単位の中の指定都市の立ち位置
・法的整備（強化がいるかどうか・・・・、 少なくとも救済・補償に関して）

・非常事態宣言：

一般生活の制限ではなく、medical部門だけアラートをかけられないか

・臨床研究： 臨床現場における臨床研究の環境の悪さ

・疫学調査・ウイルス研究の強化

感染研、地衛研、地方感染症情報センター、保健所人的・予算的に、

余裕がない状況（ベッド、医療、保健所、地衛研等・・・・）

・小児をどう考えるか（学校・教育）

・医学的な「病（やまい）」から、社会・経済・政治の「病（やまい）」へ



我迷惑 !!

差別・偏見
誹謗・中傷 ➡


